
第１号議案 

 

専決処分の承認を求めることについて 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、別紙の

とおり専決処分したので、同条第３項の規定により、これを報告し、承認を求める。 

 

令和６年２月２７日提出 

 

蒲郡市長  鈴 木 寿 明 

 

提案理由 

低所得世帯支援給付金給付事業の執行に伴い、令和５年度蒲郡市一般会計補正予

算（専決第２号）を専決処分したので、承認を求めるため提案する。 

 

 

 

 

  



専 決 処 分 書 

 

令和５年度蒲郡市一般会計補正予算（専決第２号）を別紙のとおり専決処分する。 

 

令和６年１月３１日 

 

蒲郡市長  鈴 木 寿 明 

 

理 由 

低所得世帯支援給付金給付事業を執行するため、民生費を補正する必要が生じた

が、特に緊急を要するため議会を招集する時間的余裕がないので、地方自治法 

（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により専決処分する。 

 

 

 

 

 

 



令和５年度蒲郡市一般会計補正予算（専決第２号） 

 

令和５年度蒲郡市の一般会計補正予算（専決第２号）は、次に定めるところによ

る。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ３０５，５００千円を追加

し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ４８，１４１，２６０千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

（繰越明許費の補正） 

第２条 繰越明許費の変更は、「第２表 繰越明許費補正」による。 
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単位：千円

単位：千円

第２表　繰 越 明 許 費 補 正

計款 項 既　定　額 補　正　額

2,838,931 305,500

第１表　　歳 入 歳 出 予 算 補 正

歳　入

5,616,146 305,500 5,921,64616 国庫支出金

3,144,4312 国庫補助金

42,219,614補正されなかった款項に係る額 42,219,614 ──

48,141,260305,500歳　　入　　合　　計 47,835,760

歳　出

款 項 既　定　額 補　正　額 計

3 民生費 13,140,003 305,500 13,445,503

1 社会福祉費 7,275,919 305,500 7,581,419

補正されなかった款項に係る額 34,695,757 ── 34,695,757

歳　　出　　合　　計 47,835,760 305,500 48,141,260

 (変　更） 単位：千円  

款 項 事　　　業　　　名
金　　額

補　正　前 補　正　後

517,000３民 生 費 １社 会 福 祉 費
低所得世帯支援給付金
給付事業

211,500
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単位：千円

歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書

一般会計

款 既　定　額 補　正　額 計

(歳　入)

１　総　括

13,511,0001 市税 13,511,000

241,2322 地方譲与税 241,232

3,5003 利子割交付金 3,500

89,0004 配当割交付金 89,000

64,0005 株式等譲渡所得割交付金 64,000

198,0006 法人事業税交付金 198,000

2,010,0007 地方消費税交付金 2,010,000

1,7008 ゴルフ場利用税交付金 1,700

109 自動車取得税交付金 10

54,00010 環境性能割交付金 54,000

95,00011 地方特例交付金 95,000

2,830,00012 地方交付税 2,830,000

10,50013 交通安全対策特別交付金 10,500

30,91514 分担金及び負担金 30,915

564,10915 使用料及び手数料 564,109

5,616,14616 国庫支出金 305,500 5,921,646

1,969,05817 県支出金 1,969,058

211,89218 財産収入 211,892

1,506,06319 寄附金 1,506,063

6,784,77920 繰入金 6,784,779

666,23021 繰越金 666,230

9,606,92622 諸収入 9,606,926

1,771,70023 市債 1,771,700

歳　入　合　計 47,835,760 305,500 48,141,260
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補　正　額既　定　額款

265,634 265,634

(歳　出)

計

1 議会費

2 総務費 16,216,604 16,216,604

3 民生費 13,140,003 305,500 13,445,503

4 衛生費 5,205,212 5,205,212

5 農林水産業費 378,194 378,194

6 商工費 1,219,168 1,219,168

7 土木費 2,669,715 2,669,715

8 消防費 1,895,957 1,895,957

9 教育費 3,741,910 3,741,910

10 災害復旧費 582,800 582,800

11 公債費 2,470,563 2,470,563

12 予備費 50,000 50,000

歳　　出　　合　　計 47,835,760 305,500 48,141,260
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単位：千円

補　　　　正　　　　額　　　　の　　　　財　　　　源　　　　内　　　　訳

一般会計

一　般　財　源

そ　　の　　他地　　方　　債

特　　　　　　　定　　　　　　　財　　　　　　　源

国　県　支　出　金

305,500

305,500

3



 

２　歳　入

１６款　国庫支出金 　２項　国庫補助金

目 既　定　額 補　正　額 計

305,500 1,538,9331 総務費国庫補助金 1,233,433

計 2,838,931 305,500 3,144,431

３　歳　出

　３款　民生費 　１項　社会福祉費

目 既　定　額 補　正　額 計

補　正　額　の　財　源　内　訳

特　　定　　財　　源
一般財源

国県支出金 地方債 その他

1 社会福祉総務費 1,692,791 305,500 1,998,291 305,500

国
305,500

計 7,275,919 305,500 7,581,419 305,500
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305,5001 総務管理費補助金

説　　　　　　　　　　　　　　明
区　　分 金　　額

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（定額）

単位：千円

節

１６款　国庫支出金

    カ　住民税均等割のみ課税世帯支援給付金

    ク　諸経費 50

10,670

    オ　情報機器等賃借料 1,100

    キ　低所得子育て世帯支援給付金 70,000

220,000

    ア　会計年度任用職員経費 2,003

    イ　交付申請書郵送料等 875

    ウ　口座振込手数料 802

    エ　交付申請書作成等委託料

び交付金
18 負担金、補助及 290,000

料
13 使用料及び賃借 1,100

12 委託料 10,670

　 3 手数料 802

　 1 通信運搬費 875

11 役務費 1,677

　 1 消耗品費 50

10 需用費 50

8 旅費 84

4 共済費 74
  (1) 低所得世帯支援給付金給付事業費 305,500

  1 物価高騰対応重点支援事業費追加 305,5001 報酬 1,845

区　　分 金　　額

単位：千円

節・細節

説　　　　　　　　　　　　明

　３款　民生費
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